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起案用紙（委員会記録伺） 
（１号） 

 
議 長 副議長 委 員 長 事務局長 局長補佐 係 長 担 当 文書取扱主任 

        

起 案 日 令和５年１月30日 処理区分 □重要 □至急 □例規 □公示 □議案 □秘 

決 裁 日 令和５年２月17日 保  存 □永 ■10 □５ □３ □１ □即廃 

登録番号 ５ 四 議 第 19号  公  開 非公開理由 

分類番号 04  － 02 －  03 ■公開 □一部公開 □非公開  

□時限非公開（     公開） 

四万十市情報公開条例第９条に該当

（             ） 
簿冊番号 04 － 05 

委員会名 教 育 民 生 常 任 委 員 会 
会議年月日 令和４年11月28日（月） 

会 議 時 間 11時00分 ～ 14時00分 

出 

席 

委 

員 

   委 員 長    川 渕 誠 司    委         員    上 岡 真 一 

   副 委 員 長     瀨 正 明    委     員    澤良宜 由 美 

   委 員    平 野   正 欠
席
委
員 

 

   委         員    大 西 友 亮  

そ
の
他 

 委 員 外 議 員   西 尾 祐 佐   

 委 員 外 議 員   寺 尾 真 吾  

執 

行 

部 

出 

席 

者 

子育て支援課長 武 田 安 仁 環境生活課長 渡 邊   康 

子育て支援課長補佐兼

児童館長 
濱 田 英 利 

環境生活課長補佐兼市

民生活係長 
横 山 昌 之 

子育て支援課企画係長 阿 部 一 仁 
環境生活課四万十川・

環境係長 
正 岡 研 二 

子育て支援課支援係長 名 本 史 織 学校教育課長 山 﨑 寿 幸 

子育て支援課保育係長 宇都宮 朋 彦 
学校教育課長補佐兼少

年補導センター所長 
中 脇 弘 樹 

福祉事務所長 二 宮 英 雄 健康推進課長 渡 辺 和 博 

福祉事務所長補佐兼生

活福祉係長 
田 中 邦 典 健康推進課主任 川 村 史 恵 

福祉事務所社会福祉係

長 
宮 﨑 智 也 市民病院事務局長 原   憲 一 

  市民病院事務局次長 伊勢脇 正 大 

事
務
局 

総務係主幹         近 藤 由 美   

   

記     録 

令和４年９月定例会より継続審査となっている調査事項６件について委員会を開催しました。その 

概要については以下のとおりです。 
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■委員長挨拶により開会。 

 

●所管事項調査「具同保育所の改築について」子育て支援課から説明を受け調査を行った。 

【説明：武田子育て支援課長】 

まず、８月４日、競争入札参加資格審査委員会において公告や実施要綱の案、各種様式、評価要領等

について決定し、８月15日にプロポーザルの公告を行い、提出期限までに５社から参加表明書の提出が

あった。参加資格の審査を行い、９月５日に審査結果を通知した。９月28日の第２回審査委員会で、プ

レゼンテーションとヒアリングを行い、契約候補者と次点順位者を選定し、10月４日に審査結果を通知

し、10月14日に契約締結した。 

今後は、地質調査は12月中旬まで、土地造成工事は２月中旬まで、実施設計は５月末までの工期で実

施する予定。実施設計が完了したら、直ちに建設工事に着手し、令和６年秋頃までには完成する予定と

している。完成後、直ちに引っ越し等をして供用開始し、その後に、現在の園舎の解体、園庭整備等の

外構工事を行う予定としている。 

【質疑：川渕委員長】 

プロポーザル参加要件は、どういう設定だったのか、最終的に決まった業者は地元業者か。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

参加資格要件の主なものは、四万十市内に本店又は事業所、（営業所、支店等）を有する者、一級建築

士事務所の登録を受けていること、国、県、四万十市からの指名停止措置を受けていないこと、納期の

到来した国税、県税、市税等を滞納しているものでないこと等で、契約業者の本店は市内にはない。 

【質疑：川渕委員長】 

本店は、市内にはないということだが、営業所又は支店が市内にあるのか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

ある。 

【質疑：上岡委員】 

市内の事務所は撤退し、今はないと聞いたが、確認はしたか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

参加表明書が出た後、具体的には９月１日に職員２名が市内の営業所に行き、確認した。シェアオフ

ィスの形態をとっており、部屋は仕切られていたが、事務員が常駐し、机もあり、パソコン等もあった。

確認に行ったときには、事務員が仕事をしており、本市のものではないが、別件の打合せをしていた。 

【質疑：上岡委員】 

それは９月のことで、契約締結する前である。契約締結した後のことには関知しないのか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

その後は確認していない。 

【質疑：上岡委員】 

今は、もう事務所も営業所もなく、賃貸契約もしていないと聞いた。市内に営業所も無いような業者

を認めるのか、大丈夫なのか心配している。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

プロポーザルの参加資格要件はクリアしているので、問題ないと思う。議員がおっしゃったことにつ

いては、現在、子育て支援課では確認していないので、必要に応じて確認したいと思う。 

 

※他に質疑なく終了 

 

●次に、所管事項調査「就学児童の放課後の居場所づくり（学童保育）について」子育て支援課から説

明を受け調査を行った。 

【説明：武田子育て支援課長】 

放課後児童クラブと放課後子ども教室の違いについて、放課後児童クラブは、保護者が労働等により

昼間家庭にいない小学生、保育が必要な子どもを対象として、放課後等に適切な遊びや生活の場を提供

する、主な目的を保育として実施する児童福祉法に定められた事業で、所管省庁は厚生労働省。指導員

等は、放課後児童支援員（有資格者。県等が行う研修を受講した者に資格が与えられる。）で、体制は、

１支援当たり２人、うち１人は必ず有資格者である必要がある。また、原則、年間250日以上開所するも

ので、実施する時間は、平日は３時間以上、長期休業中は８時間以上。月額利用料は、放課後児童クラ
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ブは、おやつを提供しなければならず、そのおやつに係る費用は保護者から徴収することになっており、

制度上、利用料が必要となる。市の運営基準等で定めている額は5,000円（兄弟姉妹は4,000円）。資料に

示している支援員数は有資格者数で、この他に、資格を有していない補助員もいる。 

一方、放課後子ども教室は、保育が必要であるとかそういったことは関係なく、全ての子どもが対象。

学習やスポーツ文化活動、地域住民との交流活動等の取組みを推進する、法に基づく事業ではないが、

文科省の事業の実施要綱に基づく事業。指導員等は、この事業の中では「共同活動支援員」と呼んでい

るが、資格等は必要なく、体制としては１人でも構わない。年間200日までの開所で補助の対象となる

が、地域住民等の参画が十分である場合は、年間250日までの開所で補助が受けられる。実施する時間

は、平日は４時間以内、長期休業中は８時間以内。月額利用料は、放課後児童クラブと違い、おやつを

必ずしも与えなければならないことになっていないので、徴収していない子ども教室もあるが、おやつ

等を与えている場合は徴収をしている。 

 なお、運営に常時携わっている方以外にも、ある体験メニューの時だけお世話になる講師等もいる。 

【質疑：廣瀨副委員長】 

希望者が多く、調整しきれなかった、入れなかったことはなかったか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

毎月、各クラブから待機児童の状況について報告をいただいているが、その中では待機児童はいない。 

【質疑：澤良宜委員】 

子ども教室で、保護者や地域住民の参画が十分である場合は年間250日とのことだが、具体的にどう

いう参画をすれば良いのか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

四万十市の場合は、保護者が組織した運営委員会に事業を受けていただいており、そういった場合に

は、保護者の参画があるという取扱いになる。 

【質疑：大西委員】 

東山小学校は、仮設校舎が安並になるが、これまでどおり東山小学校に隣接している施設で受け入れ

るのか。仮設校舎から距離が結構あるが、その辺りはどう考えているか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

仮設校舎の中に保育できるスペースを確保することを、教育委員会に検討していただいている。 

【質疑：大西委員】 

今ある学童施設は、新たに東山小学校ができるまでは使わないのか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

東山小学校が新しく改築された後に引き続き現在の施設で学童保育をする。仮設校舎内に確保できた

場合は、仮設校舎の期間中は今の施設は使わない。 

【質疑：大西委員】 

仮設校舎内にできた時に、運営面で何か変更点はないか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

特にないと考えている。 

【質疑：川渕委員長】 

放課後児童クラブは、比較的大きな小学校が該当している。小規模校は、子ども教室になるようだが、

西土佐を見ると両方ある。本来、放課後児童クラブは、児童福祉法に則ったもので、要請があれば、市

が責任を持ってやらなければならないと思うが、小規模校でも学童保育をしてほしいという要望が出れ

ば、本来、やるべきではないかと思うが、その辺りどうか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

確かに保育が欠けることになれば、法では、市町村が保育を実施しなければならないことになってい

るので、具体に検討する必要はあると思う。ただ、今は、こういった事業をすることで、居場所を確保

していただいているので、今の事業を継続していただけるのであれば、西土佐のように、別に設けるこ

とは考えていない。 

【質疑：川渕委員長】 

現時点では考えていないということだが、希望が出てくれば、当然やるということでいいか。 

【答弁：武田子育て支援課長】 

希望があれば、検討はしてみたいと思う。 
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※他に質疑なく終了 

 

●次に、所管事項調査「在宅障害者住宅改造支援事業と身体障害者住宅等改造支援事業について」福祉

事務所から説明を受け調査を行った。 

【説明：二宮福祉事務所長】 

調査事項で挙げられた２事業と関連がある日常生活用具給付事業についても合わせて説明する。 

①四万十市在宅障害者住宅改造支援事業は、県の補助事業で、対象者は、身体障害者等級１、２級又

は下肢等の障害等が３級の方で、所得制限は、世帯の主たる生計維持者の所得税額が30万円未満。補助

基準額は100万円を上限としており、補助率は、補助基準額の３分の２以内で、負担割合は、県、市、世

帯、それぞれ３分の１ずつ。ただし、生活保護世帯の負担割合は、世帯がなし、県と市が２分の１ずつ

となる。この事業は、過去５年間の実績はない。 

②四万十市身体障害者住宅等改造支援事業は、市の単独事業で、対象者は①とほぼ同じ。所得制限は、

世帯員の所得税額の合計が30万円未満で、補助上限額は33万３千円以内。この事業は、①の事業の本人

負担額の軽減を目的としてスタートした事業であるが、この事業単独でも実施することが可能で、過去

５年間の実績は１件。 

①の事業の対象は、県要綱でかなり細かく設定されているため、対象にならないものが出てくる場合

があるが、②の事業対象は非常に大まかに定めており、②の事業だけで実施するケースがある。 

③日常生活用具給付事業は、財源には国費が入っており、国が２分の１、県と市が４分の１。この事

業は、障害者総合支援法による地域支援事業の中の日常生活用具給付の中で、住宅改修もできるという

ものになっている。ただし、現在、財源不足を理由に、国と県を合わせて４分の３の補助額をいただけ

ない状況で、実際は、国と県合わせて48～49％となっている。対象者は、下肢、体幹機能障害等。所得

制限は、世帯の最多納税者の市民税所得割納税額が46万円未満で、補助基準額は、20万円、自己負担は

原則１割だが、非課税世帯の場合は費用負担がない。この事業が、対象者にとっては有利な事業になっ

ており、この事業を活用されることが比較的多く、過去５年間の実績では５件ある。 

この３つの事業を整理したらどうかという考えもあるが、①の事業が県で現在も運用されており、②

の事業は、①の事業を補完する意味もあるため残している。加えて、障害者総合支援法の施行に伴い③

の事業を開始したものであるため、同時並行して運用している。 

なお、介護保険法等の法令により、身体障害者のうち、65歳以上の方は、介護保険サービスの中の住

宅改修メニューがあるため、そちらで運用すると決められている。 

【質疑：川渕委員長】 

以前、福祉事務所へ行き、身体障害者の方で室内にあるエレベーターが老朽化して使えなくなってい

るため、改修したいが、それを補助する事業がないということがあったが、使える事業はないのか。 

【答弁：二宮福祉事務所長】 

エレベーターを設置する際に既に制度を使っていると、同じ住宅改修事業で２回目はだめとなってい

る。また、既にあるエレベーターを、古くなったのでやりかえたいというような相談が以前あったが、

①の事業では、県の判断で、新規でエレベーターを設置する場合は対象になるが、既についているエレ

ベーターの改修は対象外ということだった。 

【要望：川渕委員長】 

最初に設置する時には補助金をもらわずにされており、改修と言っても、今回、補助を受けるのは初

めてなので、ぜひ考慮に入れて、検討していただきたい。 

 

※他に質疑なく終了 

 

●次に、所管事項調査「四万十市地球温暖化対策実行計画協議会について」環境生活課から説明を受け

調査を行った。 

【説明：渡邊環境生活課長】 

この協議会では、策定する計画が実効性のあるものとなるよう、様々な意見をいただきたく産業、漁

業、農業等各分野、関係団体の方や学識経験者を委員として、13名に委嘱している。任期は、令和４年

10月15日から令和６年３月31日まで。 

現在、委託先業者が、計画の骨子を策定しており、骨子ができ次第、基本的事項や現状の説明等の内

容で協議会を開催する予定で、12月中に第１回を開催すべく準備しているが、スケジュール上では、協
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議会の開催が少し遅れている。 

 

※質疑なく終了 

 

●次に、所管事項調査「ふん害防止対策について」環境生活課から説明を受け調査を行った。 

【説明：渡邊環境生活課長】 

９月を犬のふん害防止強化月間と位置付け、中村地区区長会、県幡多福祉保健所と連携し、広報活動

やふん害防止運動を実施している。ここ２年は新型コロナ感染拡大を受け、堤防や河川敷での運動はで

きていない。以前と比べ、飼い主のマナーも向上し、犬のふんは減ってきたと言われるが、引き続き、

関係団体等と連携し取り組んでいく。また、近年では、猫のふんについて、相談が上がってきており、

合わせて対応が求められているのが現状。 

ふん害防止対策の立て看板については、地区や住民からの相談に応じ、随時、看板を配付し、設置、

管理していただいている。全体の設置数、設置状況等は、把握できていない。なお、例年９月に中村地

域の小・中学校と中村地区にラミネート加工した注意喚起のポスターを配付し、掲示板等への掲示を依

頼している。 

【質疑：上岡委員】 

具同地区は、婦人会や区長会長、幡多農業高校の学生等に参加していただき、花壇等の植え替えや清

掃をしているが、花壇等にふんがある。目の前でふんを取って行かない人もたまに見るが、やはり、看

板があったら注意しやすいということで、頼まれて十数枚もらったが、それ以上は予備がないというこ

ことで帰った。地域の方々から看板等のお願いがあったら、すぐ提供できるような対応をお願いしたい。 

【答弁：渡邊環境生活課長】 

形状の変わった大きなもの等は時間をいただくようになるが、ラミネート版であれば、すぐできるの

で、そのように対応したい。その場でも少しお時間をいただければお渡しできるし、１、２日前に言っ

ていただければ、用意する。 

 

※他に質疑なく終了 

 

●次に、所管事項調査「資源ごみ集積所での地域の作業員の報償費及びコロナ禍での作業に係る作業員

の手指消毒薬や手袋等の費用について」環境生活課から説明を受け調査を行った。 

【説明：渡邊環境生活課長】 

 資源物の収集は、隔週水曜日に、瓶、缶、ペットボトル、鉄、アルミ、紙類等をステーションに準備

されたコンテナに分別してもらっている。その際、各地区の区長や家庭ごみ減量推進員に適正な分別方

法、マナー等を指導していただいている。現在、324人の方を四万十市家庭ごみ減量推進員登録要綱に基

づき登録しており、ボランティアリーダーとして活躍していただいている。ボランティアとしての位置

付けで、市から活動に対して報償費等を支払うことはない。また、活動は、基本、屋外であること、マ

スクの着用といった基本的なコロナ対策をお願いしていることから、手指消毒薬や手袋等の費用につい

ても、市が負担したり、現物支給したりはしていない。ただし、令和２年度にコロナの感染拡大が始ま

ったばかりで、わからない部分が多かったことから、作業用手袋、使い捨てマスクを配付したことがあ

る。 

【質疑：平野委員】 

こういった作業に、そういったものの支給は全くないのか。１回くらいは支給されてもいいと思うが。 

【質疑：渡邊環境生活課長】 

現在、各地区に、定額プラス住居戸数により、お金を出している。これは、CO2削減の観点からの支給

で、ごみに関連することに使ってもらっても構わないし、各地区が自由に使えるお金であるので、それ

を活用していただければと考えている。 

 

※他に質疑なく終了 

 

●続いて、所管事項に係る報告に入り、まず、「学校再編に係るアンケート結果について」学校教育課か

ら報告を受けた。 

【説明：山﨑学校教育課長】 
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生徒へのアンケートは、実施期間は６月29日～７月22日、対象者は96人で、令和４年４月の学校再編

によって来た生徒と、その前から校区外申請で大川筋や下田、中筋、東中筋等から来ていた生徒も含め

て実施した。結果概要は、再編前の気持ちでは、大人数での生活になじめるか不安と思う生徒が多く、

「不安」が過半数を超えていたが、１学期を過ごす中で、友達付き合いや部活動等に参加し、当初「良

い」と感じていた割合以上に「良い」と感じる生徒が増え、「悪い」と答える生徒の割合は減ってきてい

る。否定的な回答の生徒の意見では、大人数での授業に対し、騒がしさやまとまらないという点を「悪

い」と答えていた。再編前の学校から来ている教員もおり、再編により来ることになった生徒に対して

のフォローは、一定行われていると考えている。「友達付き合いの幅が広がった」、「部活動を選べるよう

になった」等から肯定的な評価をした生徒も多いと考えている。今回のアンケート結果では、肯定的な

回答をした生徒の割合が高かったが、否定的な回答をした生徒もあり、この情報を共有し、再編対象と

なった生徒に対して、必要な支援を行うこととしている。 

通学する前の気持ちでは、半分程度は「楽しみ」、「どちらかといえば楽しみ」と期待感を持っていた

が、「どちらかというと不安」という回答も半数ほどいた。今の時点で、再編後の学校生活についてどう

かの質問に対し、「とても良い」、「良い」という回答が大部分を占め、「何も思わない」という回答も含

めると９割を超える。その中でも、「悪い」、「とても悪い」という意見もあるので、こういう意見を大事

にし、今後も、子ども達のフォローをしていかなければいけないと考えている。 

一方、保護者へのアンケートでは、夏休みに入ってから53世帯へお願いした。再編前の状況では、50％

が「不安」ということで、生徒と同じように概ね半分程度は「不安」ということであった。再編後の生

活では、76％が子どもたちの様子は「良い」、「楽しそうである」と答えており、現時点で再編について

は、62％が「良い」、25％が「どちらとも言えない」、13％が「悪い」という結果となっている。 

その他の意見欄では、保護者によって、再編に対する様々な考えが記載され、多かった意見としては、

小規模校と大規模校での学校生活での違いや、子どもの疲れ、保護者としての思いを書かれていること

が多かった。生徒、保護者へのアンケートは、今後も、折を見て、実施したいと思っている。 

【要望：大西委員】 

生徒へのアンケートで、学校生活にどう思うかという質問に対し、「悪い」、「とても悪い」と答えた生

徒に対しては、フォロー等の体制をしっかりしてほしい。保護者へのアンケートで、お子さんの様子に

ついて教えてくださいというところで、「とても不満がある」という回答があり、このアンケートが無記

名か記名かわからないが、非常に心配なので、フォローをぜひお願いしたい。 

【答弁：山崎学校教育課長】 

保護者のほうは記名なので、どの保護者からどういう意見があったということは、学校も委員会も把

握している。それらについての話合い等も、適宜、行っている。また、生徒の「とても悪い」という意

見は、大人数に慣れない、人付き合いが難しい、責任感のない人がいるというようなことが、理由とし

て挙がっており、どうしても悩んでいるということではないのかもしれないが、こういう意見のほうを

大事にして、今後も引き続き取り組んでいきたいと考えている。 

【質疑：川渕委員長】 

先ほど、否定的な回答に対しては必要な支援を行うということで、これまでこういう支援をしたとい

う例があれば、伺いたい。 

【答弁：山﨑学校教育課長】 

学校とも話をしており、学校の３者面談等もあるので、そういう意見をいただいたところについては、

先生方とも話をしながらフォローさせていただき、全てが一気に改善することは難しいかもしれないが、

少しずつできるところから、改善できたらと考えている。学校も教育委員会事務局も同じ考えである。 

 

※他に質疑なく終了 

 

－小休－ 

－正会－ 

 

●次に、「妊婦・子育て家庭への伴走型相談支援と経済的支援の一体的実施（出産・子育て応援交付金）

について」及び「新型コロナについて」健康推進課から報告を受けた。 

【説明：渡辺健康推進課長】 

出産子育て応援交付金は、妊娠届出時より、妊婦や０歳～２歳の低年齢期の子育て家庭に寄り添い、
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伴走型支援の充実を図るもの。また、妊娠届や出産届を行った妊婦に対しては、出産育児関連用品の購

入費助成を行い、経済的支援を行う。 

妊娠届出時、妊娠８か月前後、出生届から乳児全戸訪問までの間に、面談を行うことになっており、

妊娠届出時には、現在でも、面談を行っており、妊婦アンケート等の実施により個々の評価とあわせて、

支援を行っている。妊娠８か月前後では、国では希望者への面談となっているが、本市では現在、電話、

訪問、場合によってはオンライン面談等を実施し、必要に応じて自宅訪問等も実施している。出生届か

ら乳児全戸訪問までの間の面談については、四万十市では、出生後１か月以内には、乳幼児全戸訪問を

実施している。その後も、本人を含めた周辺環境に応じ、リスク評価の上、訪問等を実施している。 

伴走型支援は、概ね現在市が行っていることであるが、国が求めるものにとどまらず、妊婦に対する

家族等への妊娠期の理解の促進や、出産後のあらゆる社会支援、本市でのファミサポや一時預かり、地

域子育て支援センター等の利用の促し、また、必要に応じて社会支援の提案等も求められ、他所管、特

に子育て支援課の所管する社会支援とのさらなる連携強化が必要になると考えている。 

出産子育て応援ギフトについては、妊娠届を出されてから出産までに、10万円の経済的な支援を行う

もので、対象想定延べ人数は、222人で令和４年４月から遡って、この人数となっている。現在、しっか

りとしたスキームが決まっていない状況であり、当面は、現金支給を想定している。予算は、会計年度

任用職員の報酬やギフトに係る経費も含まれるが、国の要綱が12月中旬にできるので、現在、積み上げ

途中である。 

次に、新型コロナについて、接種率は、令和４年11月21日時点で、四万十市で５回目4.8％となってお

り、これは全人口に対する割合で、５回目は４回目を終えた方が対象となるため、全員受けても41％が

最大のパーセンテージになるもの。オミクロン対応ワクチンの接種率は、国内で11月21日時点14.1％、

四万十市では17.55％となっている。現在、コロナ感染者が多くなっており、オミクロン対応ワクチン

は、本市では９月26日以後接種しているが、当時は、感染者も少なく、接種可能時期を迎えた方が、比

較的若い世代で、９月、10月は、あまり接種が進まない状況もあり、予定していた集団接種を中止した

こともある。11月に入ってからは、60歳以上の方で５回目を迎える方がかなりいるため、11月、12月は、

かなりの数で予約が進む状況となるが、60歳以上については、希望すれば、年内接種が可能という見通

し。10月に低調であった若い世代が、感染者数増に伴い、接種の予約を始めた場合には、かなりの混雑

が予想される。 

感染者の発生状況は、11月10日から、保健所単位での公表となっている。 

新型コロナに係る県と市町村との役割分担では、市町村は、感染症の知識の普及、予防接種、健康被

害調査委員会の開催、都道府県では、感染症の発生状況、動向及び原因の調査、情報の提供等。感染者

情報は、市町村が独自に取得できる仕組みはなく、市が自力で情報発信しているのは、一般論的な注意

喚起。なお、高知市は、中核市で保健所設置市であるため、感染者情報の取得と合わせて、ワクチン接

種も担っており、県と市町村が担っている役割の両方を担っている。 

感染症の予防啓発では、市における注意喚起の他、県が、県全域での感染状況の評価、注意喚起を行

っている。 

健康被害調査委員会は、市が、申出があれば医師等を呼び、ワクチンによる健康被害かどうかの評価

をしているが、県は、これに対して専門医の派遣を行っている。 

感染症の予防啓発に関すること、無料検査に関すること、発熱等症状出現者への対応、感染症の検査

及び検査協力医療機関に関すること等については、基本的に県が主担当であるが、市にも問合せ等があ

るので、必要な情報を蓄積しながら、市で回答できる部分は、回答している。 

本市としては、県に対し、令和３年10月に高知県市長会議を通じ、保健所単位でのリスク評価や公表

してもらいたい内容について要望した。同様に、今年４月にも保健所へ提案した。また、今年７月には、

宿泊療養所の整備をしてほしい旨をお願いしている。今年も高知県市長会議が10月にあったが、市町村

単位での感染者数の公表がなくなるので、感染時の効果的な情報発信をお願いしたいと要望した。 

また、病院への支援として、感染症検査協力医療機関に、院内の感染対策のための抗原検査キットの

購入補助や、感染症検査体制強化事業費補助金による病院に対する独自の支援も行っており、感染症検

査協力医療機関になってもらうような働きかけもしている。 

最近、感染症法の２類から５類へ引き下げるという話があり、これによって、かなり、県の役割は縮

小していくのではないかと考えている。 

ワクチン接種については、来年３月末以後の接種について、国から情報提供がないので、今の体制で

のワクチン接種は来年３月末までで終わる可能性もあると捉えている。 
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【質疑：澤良宜委員】 

出産子育て応援交付金は、妊娠したら５万円、出産したら５万円という形か。 

【答弁：渡辺健康推進課長】 

そのとおり。 

【質疑：大西委員】 

コロナの関係で、食料支援について、黒潮町は町が中心になって食料支援をしていると聞いたが、黒

潮町では、感染した方の情報があるのか、それとも、「感染したので食料がほしい」と言われたら、食料

を届けるのか、黒潮町での支援体制はどうなっているのか。また、本市は、市で食料支援はできないか。 

【答弁：渡辺健康推進課長】 

現在、黒潮町がどういう扱いをしているかわからないが、８月に黒潮町がしていたのは、感染した方

から役場に電話があり、午後４時頃から、ほぼ毎日、配達していたということは聞いている。本市では、

社協がそういう取組みをしている。 

新型コロナに感染したときの取扱いが、多少緩和され、必要最低限の外出が、濃厚接触については許

されている状況の中、食料支援はなかなか難しい。感染したときに、社協のことを案内したり、県にも

そういうスキームがあるので、そのことを案内したりしていると聞いている。 

【質疑：大西委員】 

黒潮町では、大量に送られてきて助かったという話を聞くので、本市としても、ぜひ前向きに取り組

んでほしい。黒潮町の場合、問合せが来た時点で、県から情報が入っていて、照らし合わせてやってい

るのか。四万十市の場合、その情報は入ってこないとのことだったが、黒潮町は情報をもらえているの

か。 

【答弁：渡辺健康推進課長】 

例えば、この方が新型コロナに感染したということを、保健所が、黒潮町にだけ情報提供することは、

個人情報の観点から、かなり難しいと思う。ただ、保健所が感染した方に「黒潮町でこういった取組み

をしている」と伝えていると思うので、感染した方が、直接、役場に連絡することはあると思うが、こ

の方が本当に感染しているのかを役場が確認するのであれば、本人同意なりの手続きも必要になると思

うので、詳しいことはわからないが、そういう情報を確認するのであれば、個人情報の部分をしっかり

整理して、やっているのではないかと想像する。 

 

※他に質疑なく終了 

 

●次に、「ファミリーサポートセンター運営業務の委託について」子育て支援課から報告を受けた。 

【説明：武田子育て支援課長】 

現在のファミサポ事業の実施状況について、令和４年10月末現在の状況では、会員数が135人、うち、

ペア成立数が112組。援助活動数は、各年度の実績で、令和元年度で21回だったものが、令和４年度は10

月現在で346回となっており、今年度は、かなり回数が増える見込みである。 

契約について、これまでＮＰＯ法人スマイルはたっこと単年度契約していたが、来年度からは、複数

年契約で最初は３年間を考えている。複数年契約とすることで、法人としても、職員を確保しやすくな

り、スキル、ノウハウも蓄積され、より専門性が高い職員が育成される。また、センターと会員との関

係もより深まることで、委託者（市）受託者（法人）双方において、メリットがあると考えている。 

契約方法は、当業務は、会員募集、利用申込みの受付け、活動報告、研修会の実施、会員同士のマッ

チング、緊急時の対応、コロナ感染防止への対応、会員の間に入った細やかな調整対応等も必要で、特

殊性の高い業務になるため、入札等で価格だけで決めるのではなく、ふさわしい事業者をしっかり見極

めたいと考え、プロポーザルで実施したいと考えており、随意契約で行いたいと考えている。 

今後は、年明けにプロポーザルの公告を行い、２月下旬にはヒアリングを実施し、３月中旬には、事

業者を選定して契約したいと考えている。なお、現在の法人以外の法人が契約相手方となった場合に、

準備期間が必要であるため、令和５年４月１日契約ではなく、３月中旬の契約を目指している。予算措

置は、今年度中に契約したいと考えているため、12月定例会で上程する予定である。 

 

※質疑なく終了 

 

●次に、「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金について」福祉事務所から報告を受けた。 
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【説明：二宮福祉事務所長】 

今回の給付金の趣旨は、電力、ガス、食料品等の価格高騰による国民の負担増を踏まえ、特に家計へ

の影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、世帯当たり５万円をプッシュ型で給付する

ことが国で決定され、その事務を市町村が行うもの。 

令和３年度と令和４年度に10万円給付を行ったが、基本的な仕組みはほぼ同じで、違いは、金額が５

万円になったことと、趣旨が、以前のものは、新型コロナによる経済困難を理由としていたが、今回の

給付金は、物価高に対するものとなっている。 

給付対象は、令和４年９月30日現在、四万十市に住民票があり、世帯員全員が令和４年度住民税非課

税である世帯（ただし、世帯全員が、住民税が課税されている方の扶養となっている場合は対象外）。そ

の他、非課税世帯に該当しない方で、家計急変世帯（令和４年１月～12月の間に家計が急変した世帯）

にも、本人申請により給付する。 

対象世帯は、合計5,800世帯を見込んでおり、市内全世帯の３分の１にあたる。財源は、10分の10国庫

補助で、周知は、市広報11月号に掲載し、市ホームページにも掲載している。今後、申請忘れを防ぐ意

味も含め、広報１月号に合わせて区長回覧を予定している。その他、チラシを市内の金融機関、病院、

高齢者施設等様々な団体等へ配布し、周知をお願いしている。 

11月１日から１階101会議室に専用の窓口を開設し、専用電話も設置している。会計年度任用職員を

４人雇用し、12月からもう１人雇用して５人体制にする予定。 

11月18日には確認書を5,423通発送し、ご本人が確認して返送するもので、順次返送されてきている。 

12月下旬には初回の給付を行う。受付終了は、国で定められている１月31日。 

【質疑：澤良宜委員】 

家計急変世帯は、現時点で、何件くらい問合せが来ている。 

【答弁：二宮福祉事務所長】 

現在、電話で２、３件。 

 

※他に質疑なく終了 

 

●次に、「医師確保対策について」市民病院事務局から報告を受けた。 

【説明：原市民病院事務局長】 

医師確保対策として、医師海外留学支援制度を創設し、募集開始を来年４月からと考えている。 

制度の概要は、市民病院が日米医学医療交流財団と提携し、市民病院で勤務することを条件に、海外

留学を希望する医師を採用し、支援する制度。医師は、１～５年間市民病院で勤務し、市民病院は、そ

の見返りに、その勤務した期間分だけ、医師の海外留学の費用を負担し、財団は留学を支援するもの。 

費用は、市民病院の勤務年数に応じて、年間1,000万円を最大５年間支援する。採用ルートは、１つ目

に一般公募で、医学会新聞への広告掲載や、ポスターを作成して各大学医局への配布等によりPRを行う

もの。もう１つは、大学医局に対し、こういう制度があることを、直接、アプローチする。日米医学医

療交流財団の支援プロジェクトの中に位置づけ、市民病院の支援制度を実施しようというもの。 

この財団の顧問をされている、元財団理事長で、現在は、愛知医科大学医学教育センター特任教授の

伴信太郎先生と面談したときに、「このような条件のいいことをするとはいえ、市民病院は大変小さい

病院で、このような病院を選んでくれる先生がいるか。」と質問したところ、「中にいる人にはわからな

い魅力がある。例えば市民病院には研修医がおらず、教える必要がない。それは、自分のスキルアップ

だけを考えればいいということであり、ジェネラリストを目指す医師にとっては大きな魅力と思う。ま

た、四万十という名前に「自然が豊か」という魅力を感じる人もいる。今の若者は、２、３年、地方で

勤務することは全然いとわない。」という回答だった。 

現在の主な海外留学支援制度は、様々な、国関係や各種薬品会社の財団等の支援制度があるが、その

中でも和歌山県橋本市民病院とジャパンメディカルアライアンスが、市民病院でやろうとしていること

と同じ仕組みで実施されており、交流財団の支援プロジェクトに入っている。どちらも、奨学年間金額

は、１年間の勤務に対して500万円で、最大３年間という内容。橋本市民病院の支援制度を利用してアメ

リカに留学された庄嶋医師（現在は、兵庫医科大学に着任）に、今年５月、まだアメリカにおられると

きに面談し、状況を聞いたところ、留学に必要な費用は、アメリカの物価が非常に高騰しており、円安

ドル高の進行もあり、自分が留学した当時は500万円が46,000ドルくらいの価値だったが、現在は39,000

ドルくらいまで下落しているとのことであった。現時点では、さらに下がっていると思われる。また、
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生活費については、現実として、貯金を切り崩してやっている状況であるとのことであった。 

和歌山県橋本市民病院は、本市の市民病院とは違い、何百床もあるような病院で、近傍に大阪大学も

ある。病院の規模や高知市から２時間かかるという当院の地理的条件が、橋本市民病院と比べて、圧倒

的に不利である。また、アメリカの物価高騰や円安の状況も踏まえ、橋本市民病院の支援額を倍増させ

ることで、海外留学を目指す若い医師にインパクトを与えることができるのではないかと考えている。 

市民病院の1,000万円というのは、かなり思い切った制度であると思うが、11月に入り報道にも出て

いた新潟県津南町立津南病院で開始する総合診療医育成支援制度では、通常の給料と別に年間1,000万

円を支給し、それに加えて、２年間で最大1,550万円の海外留学支援金も出すというもので、かなり思い

切った制度を創設している。新潟県は、全国で１番医師が少ない県で、そういうことも相まって、こう

いう制度を創設したようである。この町立津南病院は、規模的には我々のところとそんなに変わらない。

90数床のうち、半分程度休床しており、一般病床を42床で運営されている病院だったと思う。 

なぜ医師確保に頑張らなければならないかについては、日本医師会の地域医療情報システムで見るこ

とができる医療介護の需要予測指数で、高知県の状況予測では、医療需要は、そろそろピークを迎え減

少していき、介護需要は、2030年頃まで増え続け、そのあと下落するという予測になっている。参考ま

でに、首都圏では、医療介護需要は、ずっと右肩上がりで高まっていくという予測が出ている。我々が

危惧するのは、地方から都市部へ医療人材が流出していく動きが、今以上に進む可能性があるというこ

と。将来は、医師だけでなく、看護師等の医療人材の確保が、地方では非常に困難になるのではないか

と予測している。 

医師不足で苦しんでいる状況は、全国の中小公立病院に共通の課題と言える。今後の人口減少の動向

は、現在の後期高齢者の増加から労働人口の減少へと局面が変わっていく。医療介護は、保育や教育と

同じように、地域のインフラである。それを守るために、幡多けんみん病院を中核として、地域が一層

連携を強化していく必要がある。その連携を強化する１つの形として、地域医療連携推進法人の設立が

ある。これは、今、医療関係者の間で協議しているので、具体的になれば、随時報告するが、幡多がひ

と固まりになって、医療介護を守っていくことを形にすることが、高知大学へのアピールとなり、大学

医局から幡多へ派遣される医師の増員に繋げたいと考えている。 

10月に、市長、院長と共に、高知大学の病院長を訪れ、幡多は協力してやっていきたいと話したとき

に、病院長は、「医師は、過疎地の環境であっても、そこで経験できる医療があり、それは医師としても、

人間としても、将来の糧となるものである」とおっしゃっていた。 

とはいえ、地方で経験できる医療は、何ら四万十市の特色ではなく、全国どこでも同じ。そのような

中で、医師が魅力を感じてもらえる、他の地域にはない、差別化が必要であると考える。その差別化の

１つの方策として、この医師海外留学支援制度を位置付けている。今後も、例えば、国内留学等も有効

だという意見も聞くので、取り組めるものは積極的に取り組んでいきたいと思っている。まずは、医師

海外留学支援制度から、日米医学医療交流財団との話も具体的に進めているので、こちらに取り組んで

いきたいと考えている。 

【質疑：平野委員】 

この制度は予算措置だけでやるのか。条例等定めるのか。 

【答弁：原市民病院事務局長】 

予算措置は、広告宣伝費となる。1,000万円の支援金は、あくまでも先に勤務していただいた後なの

で、令和５年度に募集開始しても、医師はすぐに来られるわけではないので、最短でも令和６年度だと

思う。令和６年度に来てくださって、最短の１年間勤務とした場合に、支援金が必要なのは、令和７年

度。最短でもそういう話になると思っている。当然、支援金を出すにあたっては、要綱等を作成しなけ

ればならないと思っているが、その前段で、日米医学医療交流財団との契約行為が必要なので、その内

容に基づいて考えていきたい。 

【質疑：川渕委員長】 

大変思い切った興味深い取組みと思うが、現在のところ、これをやっているところが少ないので、イ

ンパクトは大きいが、実際、来年４月にはスタートした自治体等がいくつもあって、四万十市に来ても

らえないという、そういうことはないと考えているのか。 

【答弁：原市民病院事務局長】 

医師不足で困っているのは我々だけではないので、こういうことに何か展望を見出して、やっていこ

うというところが出てくる可能性は否定できないが、同じことをするところが、ものすごく増えるとい

うことは、おそらくないのではないかと思う。 
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【質疑：寺尾委員外議員】 

契約行為に対するランニングコストはあるか。 

【答弁：原市民病院事務局長】 

ランニングコストは、日米医学医療交流財団の賛助会員になるという条件があり、年間10万円かかる。 

【質疑：寺尾委員外議員】 

新潟県の津南病院では、報酬1,000万円が上積みされるすごくわかりやすいもので、また、留学に行く

必要がないので、こちらに滞在していただけると思うし、これもありだと思うが、今回の留学制度に魅

力を感じ、注目したのはなぜか。 

【答弁：原市民病院事務局長】 

確かに、単純に年収1,000万円を支払うというのはインパクトがあるが、そうなると、今の常勤の先生

はどうかということになるし、では、医師皆に支払うのかというと、とてもやっていけない。そういっ

た中で、可能な範囲で、病院としては、年収1,000万と結果的には同じ意味で、留学を支援するというも

のがあるということで、こちらに限定した支援金という形で考えた。 

【質疑：寺尾委員外議員】 

目標人数があれば教えてほしい。 

【答弁：原市民病院事務局長】 

これをやっても来ない可能性はあると思っている。やはり、それだけ医師確保は難しいもの。ただ、

少しでも可能性があるなら、やらなければいけないと思っている。とりあえず、１人、何とか確保した

い。１人確保すれば、口コミ等での広がりも期待できる。橋本市民病院では、来年４月で、通算６人目

になると財団から聞いているので、何とかそういうふうにしていきたいし、なればいいと思う。目標人

員としては、まず１人。 

 

－小休－ 

－正会－ 

 

■委員長報告の作成を正副委員長に一任し、委員会を終了した。 


